
論文 扁平柱 SRC－梁 S 構造の柱梁接合部の構造性能に関する実験的研究 
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要旨：柱せいに比べ柱幅が大きい扁平な柱 SRC 造と梁 S 造構造におけるト字形，L 字形柱梁接合部の 6 体に

ついて加力実験を行い，柱梁接合部のせん断耐力における SRC 柱の幅の影響を実験的に検討した。対象とし

た試験体形状における柱梁接合部のせん断耐力は，既往の算定式では柱梁接合部の鉄筋コンクリートパネル

部分の耐力を過大に評価するために，本論文では柱梁接合部のせん断耐力の評価において，せん断に有効な

柱幅を用いる方法と，鉄骨で囲まれた内部パネル要素と鉄骨で囲まれていない外部パネル要素との累加強度

とする２つの方法を提案した。既往の実験値を含めて提案方法によるせん断耐力の妥当性を確認した。 

キーワード：SRC 構造，接合部，せん断耐力，ト字形接合部，L 字形接合部，扁平柱 

 

1. はじめに 

 建物の耐震性能に対する社会の要求はますます高くな

っている。これに対して多くの建物において免震構法や

制震構法が取り入れられ，建物の耐震性能を向上させて

いる。一方で，建物空間の自由度の確保を求めた新しい

架構形式の建物についても開発 1)されている。 

本研究は，中低層建物を対象として空間を有効利用で

き，かつ長いスパンを実現する技術を開発するものであ

る。提案構法による長いスパン方向の柱梁接合部は一般

的な柱 SRC 梁 S 構造とは異なり，柱せいに比べ柱幅が約

3~5 倍と大きいため，柱梁接合部の耐力評価を鉄骨鉄筋

コンクリート構造計算規準・同解説 2)（以下 SRC 規準）

に準拠した場合，接合部の鉄筋コンクリートパネル部分

の耐力を過大に評価する恐れがある。そのため，柱梁接

合部のせん断耐力における SRC 柱の幅の影響を確認す

る加力実験を行い，柱梁接合部のせん断終局耐力に関す

る評価方法を提案する。 

 

2. 実験計画 

2.1 試験体概要 

表－１に試験体一覧を，図－１に試験体形状をそれぞ

れ示す。試験体は実大の約 1/2 の縮尺の柱梁接合部を上

下階の階高中央位置から梁反曲点までを切り出したト字 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

形接合部の 3 体と，最上階柱梁接合部を想定したＬ字形

接合部の 3 体の計 6 体とした。 

柱鉄骨は試験体形状毎に共通とし，SRC 柱の幅，およ 
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図－１ 試験体形状 
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表－１ 試験体一覧 

S部 RC部

1
b×D：1250×260

主筋：20-D16+8-D10
BH-450×150×12×22 43.4

2
b×D：750×260
主筋：20-D16

BH-450×150×12×22 44.3

3
b×D：1250×260

主筋：20-D16+8-D10
BH-450×150×9×16 梁降伏 46.8

4
b×D：1250×260

主筋：20-D16+8-D13
BH-450×150×12×22 42.2

5
b×D：750×260
主筋：20-D16

BH-450×150×12×22 44.7

6
b×D：1250×260

主筋：20-D16+8-D13
BH-450×130×9×12 梁降伏 46.0

SRC柱

BH-170×170
×12×19

接合部
破壊

S梁№
想定した
破壊形式

形状

ト字形

L字形
BH-170×170

×12×22

接合部
破壊

コンクリート
圧縮強度
(N/mm2)
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び梁鉄骨断面をパラメータとした。No.1，No.2，No.4 お

よび No.5 は柱梁接合部の耐力を確認するために接合部

破壊を想定した試験体で，No.3，No.6 は梁鉄骨の曲げ降

伏を想定した試験体である。各試験体において，柱鉄骨

および梁鉄骨は溶接組立 H 形断面とした。柱梁鉄骨曲

げ耐力比 sCMA/sBMA は 0.28～0.55 と一部の試験体では

SRC 規準による下限値を下回っている。SRC 柱は No.1，

No.3，No.4 および No.6 が 1250×260(mm)，No.2，No.5

は 750×260(mm)の柱断面とした。SRC 柱の短辺方向には

長いスパン対応の大断面の梁が取付くため，柱梁接合部

の必要耐力を確保する観点から，H 形鋼の強軸方向を

SRC 柱の短辺方向に配置している。L 字形試験体は梁鉄

骨による柱頭部の押抜き破壊を防止する目的で，柱頭か

ら柱鉄骨周りにコ形のキャップ筋(4-D13)を配筋した。 

2.2 使用材料 

表－１にコンクリートの圧縮試験結果を併記し，表－

２に鋼材の材料試験結果を示す。試験体に使用した鉄筋

は柱主筋が SD345 および SD390，せん断補強筋は

SD295A とし，柱鉄骨および梁鉄骨はともに SM490A お

よび SN490B とした。SRC 柱のコンクリートは Fc27，粗

骨材の粒径を 13mm 以下とした普通コンクリートとした。 

2.3 加力方法 

図－２に載荷方法を示す。ト字形試験体は SRC 柱の反

曲点位置をピン支持とし，梁端部に荷重を与える荷重条

件とした。載荷は梁載荷点で計測した梁端変位を制御変

位とした。なお，SRC 柱には軸力は作用させていない。 

L 字形試験体の載荷形式は梁鉄骨の先端に加力柱をピン

接合した 3 ヒンジラーメン架構とし，油圧ジャッキで梁

材軸方向に，加力柱を介して水平力を作用させた。油圧

ジャッキの押し側を正加力，引き側を負加力とした。加

力の制御は，梁載荷点と SRC 柱の反曲点との間の相対変

位より算出した層間変形角での変位制御とした。 

載荷は，ト字形，L 字形試験体共に層間変形角R=１/800，

1/400，1/200，1/100，1/50，1/33，1/25，1/20rad.を各 2

回ずつの繰り返し載荷を基本としたが，梁曲げ降伏型の

試験体の No.3，No.6 については長時間地震動による多数

回の繰り返しの影響を確認するため，層間変形角

R=1/200rad.において 10 回の繰り返し載荷を実施した。 

 

3. 荷重変形関係および破壊状況 

図－３に柱せん断力(Qc)と層間変形角(R)の関係，図

－４に SRC 柱の最終ひび割れ状況，図－５に柱梁接合部

内のせん断補強筋のひずみを示す。 

3.1 ト字形試験体 

柱幅が等しい No.1，No.3 は想定した破壊形式は異なる

が，ほぼ同様な破壊状況であった。まず柱部分に曲げひ

び割れが発生し，R=1/200rad.時の最大残留ひび割れ幅は 

表－２ 鋼材の材料試験結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

No.1 が 0.05mm，No.3 の 10 回目で 0.1mm 程度であった。

R=1/100rad.で接合部柱ウェブがせん断降伏し，梁フラン

ジから斜めのひび割れが生じ始めた。No.1，No.3 ともに

R=1/50rad.で梁鉄骨から 400mm 程度離れた位置で，柱鉄

骨からのパンチングによりコンクリートが外側に押し出

されるようなひび割れが梁鉄骨の取り付く面，および背

面に生じ，ほぼ同じ時期に柱梁接合部内の鉄骨柱近傍の

中子筋および，柱接合部下端の幅止め筋が降伏した。な

お，外周部の帯筋は降伏しておらず，柱梁接合部の短辺

側の側面では加力終了時においてもせん断ひび割れが生

じているが損傷は軽微であった。破壊形式は No.1 が接合

部せん断破壊，No.3 は梁の全塑性曲げ耐力を上回ってい

るが，接合部柱ウェブおよび，せん断補強筋の降伏状況

より接合部せん断破壊とした。 

柱幅が他の試験体より小さい No.2 は，他の試験体と同

様に柱部分に曲げひび割れが発生し，R=1/200rad.時の最

大残留ひび割れ幅は 0.1mm 程度であった。R=1/125rad.

で接合部柱ウェブがせん断降伏し，R=1/100rad.の繰り返

しで，柱梁接合部の柱鉄骨近傍の中子筋，外周部の帯筋

が降伏し，柱梁接合部の短辺側の側面にせん断ひび割れ

が発生した。R=1/33rad.で短辺側の側面に主筋に沿った

ひび割れが生じた。他の試験体とは異なり，柱梁接合部

の短辺側の側面には加力終了時において，せん断ひび割

れ，主筋に沿ったひび割れが拡大し，他の試験体に比べ
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て損傷は著しい。破壊形式は接合部のせん断破壊である。 

Qc-R 関係より，No.3 は R=1/200rad.で多数回の繰り返

しを経験したが他の試験体との差異は見られず，

R=1/30rad.で梁の全塑性曲げ耐力を上回った。何れの試

験体も R=1/33rad.を過ぎるあたりから荷重の増加が小さ

くなり，繰り返しによる耐力劣化が若干見られるが

R=1/20rad.までエネルギー吸収の大きい安定した紡錘形

のループを示した。 

3.2 L 字形試験体 

No.4 では，R=1/400rad.に梁下フランジから曲げひび割

れ，および柱フランジに沿ったひび割れが発生した。

R=1/200rad.時の最大残留ひび割れ幅は 0.06mm 程度であ

った。R=1/100rad.では，梁上フランジから下方，梁下フ

ランジから上方に向かう斜めひび割れがそれぞれ発生し

た。さらに，R=1/50rad.にせん断補強筋の降伏および接

合部柱ウェブのせん断降伏を生じ，R=1/33rad.に，梁上

フランジからパンチングによるひび割れが発生した。最

終的には，柱梁接合部周辺部にせん断ひび割れやコンク 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

リートの剥落等の損傷が見られたものの，梁鉄骨周りに

比べ，柱外側部分ではひび割れはあまり観察されなかっ

た。No.5 の破壊経過は，No.4 とほぼ同様であったが，最

終的な破壊状況は柱幅全域に渡り多数のせん断ひび割れ

やコンクリートの剥落等が見られ，No.4 に比べて損傷が

著しい。R=1/200rad.時の最大残留ひび割れ幅は 0.04mm

程度であった。破壊形式は No.4，No.5 共に接合部のせん

断破壊である。 

No.6 では，R=1/400rad.に梁下フランジから曲げひび割

れが生じた。R=1/100 rad.で梁フランジが降伏し，R=1/50 

rad.にせん断補強筋の降伏および接合部柱ウェブのせん

断降伏が生じた。最終的には，柱梁接合部周辺部に多数

のせん断ひび割れが見られたが，No.4 よりもひび割れが

分散し，損傷は軽微であった。繰り返し回数の大きい

R=1/200rad.時の 10 回目の最残留大ひび割れ幅は 0.08mm

程度であった。破壊形式は梁曲げ破壊である。 

Qc-R 関係より，No.4 では R=1/33 rad.，No.5 では R=1/25 

rad.で，それぞれ最大耐力となり，その後変形の増大と 
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図－３ 荷重変形関係 

○：梁フランジ降伏 
□：接合部柱ｳｪﾌﾞ降伏 
△：柱主筋降伏 
◇：柱フランジ降伏 
●：帯筋降伏 
▲：幅止め筋降伏 
 ：梁の全塑性曲げ耐力 

図－４ 最終ひび割れ状況（梁鉄骨面）

(a) No.1       (b) No.2         (c) No.3           (d) No.4         (e) No.5         (f) No.6 

(g) 押し出されるようなひび割れの模式図 
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ともに徐々に耐力が低下した。両試験体は，柱幅が異な

るものの最大耐力はほぼ等しく，柱幅の影響は見られな

かった。No.6 は，R=1/40rad.で梁の全塑性曲げ耐力を上

回り，最終変形の R=1/20 rad.まで荷重が増加し続けた。

何れの試験体も R=1/20 rad.までエネルギー吸収の大きい

安定した紡錘形の履歴特性を示した。 

 

4. 接合部せん断終局耐力の検討 

4.1 終局時入力せん断力 

ト字形および L 字形部分架構での接合部せん断終局時

の柱せん断力 CQpuは文献 3)に準じて次式で算定する。 

（ト字形接合部） 

  Q ௨ ൌ ܸ௨/ߦ            (1) 

（L 字形接合部） 

 Q ௨ ൌ 2 ܸ௨/ߦ           (2) 

ߦ  ൌ ሺ݄ ݈⁄ ሻ ∙ ൫݈ ݀௦⁄ ൯ െ 1      (3) 

ここに，Vpuは水平方向の接合部せん断終局耐力，h は

階高，l はスパン長，l0 は内法スパン長，sBd は梁鉄骨フ

ランジの中心間距離である。 

4.2 接合部せん断終局耐力 

提案構法による SRC 柱短辺方向の柱梁接合部は，一般

的な柱 SRC 梁 S 構造と異なり，柱せいに比べ柱幅が大き

いため，式(4)に示す SRC 規準式 2)を用いた場合，接合

部の鉄筋コンクリートパネル部分の耐力を過大に評価す

る恐れがある。 

  M ൌ ܸ ൫ ܨ ௦ ∙ ߜ  ௪ ∙ ௬௪ߪ ൯ 
ଵ.ଶ ೞ ∙ ఙೞ

√ଷ
   (4) 

ܨ  ௦ ൌ ݉݅݊ሺ0.12ܨ	, 1.8  ܨ3.6 100⁄ ሻ   (5) 

ここに，Jδ は柱梁接合部の形状係数(ト字形：Jδ=2，L

字形：Jδ=1) ，cVe＝(Cb/2)・sBd・mCd は接合部コンクリー

トの有効断面積，Cb は柱幅，sBd は梁鉄骨フランジ間距

離，mCd は柱最外縁主筋の中心間距離， Cd は柱せい， 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

sV=Jtw・sBd・sCd は鉄骨接合部パネルの断面積，Jtw は鉄骨

ウェブの厚さ，sCd は柱鉄骨フランジ中心間距離， wp は

接合部せん断補強筋比，wσy はせん断補強筋の降伏強度， 

sσyは鉄骨の降伏強度，Fcはコンクリート強度である。 

式(4)に示す SRC 規準式による柱梁接合部のせん断耐

力 Qj1 の算定結果を後述の表－３に，図－６に最大耐力

実験値 Qmax と計算値 Qj1 の比 Qmax/Qj1 と柱の幅せい比

Cb/Cd の関係を示す。柱の幅せいの比 Cb/Cd が 2.5 程度よ

り大きくなると，最大耐力実験値 Qmax は SRC 規準式に

よる計算値 Qj1 を下回るようになり，柱幅を過大評価し

ているといえる。このため，本報では 2 つの方法で接合

部せん断耐力の評価を試みる。 

1 つは，接合部の配筋が SRC 規準に準じているため，

ひび割れ状況，せん断補強筋の降伏状況からせん断耐力

における柱幅の有効範囲を仮定して，SRC 規準式による

柱幅を有効幅に置き換えてせん断耐力を算定する。 

2 つ目は鉄筋コンクリート柱・鉄骨梁混合構造の設計

と施工4)を参考に S梁から SRC柱への応力伝達機構を仮

定して内部パネル要素と外部パネル要素の累加強度とし

て評価する。 

(1) 有効幅を用いたせん断強度 

 図－５に柱梁接合部内のせん断補強筋のひずみ分布図

を示す。まずト字形試験体について柱幅の大きい No.1，

図-５ せん断補強筋ひずみ 
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図-６ SRC 規準式の計算結果 
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No.3 では中子筋は降伏ひずみに達していたが外周部の

帯筋は降伏ひずみには達していない。また，柱鉄骨から

400mm 程度の位置にコンクリートが押し出されるよう

なひび割れが生じている。No.2 は外周部の帯筋が降伏し

ていたことにより，柱幅全域がせん断耐力に有効といえ

る。同様に L 字形試験体についても柱幅の大きい No.4，

No.6 はともに中子筋は降伏ひずみに達したが，外周筋に

ついては降伏ひずみには達していない。一方で，No.5 は

外周部の帯筋も降伏しており，柱幅全域がせん断耐力に

有効といえる。 

図－７に示すように提案構法では，せん断補強筋は外

部パネル要素に複数個配置されており，トラス機構もそ

れぞれ形成されると考えられるが，柱鉄骨から離れるほ

ど鉄骨からの水平方向の圧縮ストラットの角度が大きく

なるため，せん断補強筋等に作用する引張力も減少する。

前述したように柱鉄骨から離れた位置のせん断補強筋は

降伏しておらず，終局時に想定した応力状態に達してい

ない領域がある。せん断耐力に有効な柱幅は，柱鉄骨せ

い，梁鉄骨幅の影響を受けると考えられ，理論的に評価

できる段階にないが，ひび割れ状況やせん断補強筋のひ

ずみ分布などから柱フランジから 60°に広がる範囲を

せん断耐力に有効な柱幅と仮定する。No.1，No.3 では有

効幅は 457mm となり，概ね卓越したひび割れの位置と

一致する。よって，有効幅 Cbeは次式となる。 

  b ൌ ܾ  2 ∙ ሺ ݄ െ ௦ݐ ௦  Cୱ௦ ሻ ∙ tanθ     (6) 

ここに，sCb は鉄骨柱フランジ幅，sCh は鉄骨柱せい，

sCtf は鉄骨柱フランジ厚さ，Csは鉄骨位置のかぶり厚さで

ある。 

(2) 内部パネル要素と外部パネル要素の累加強度 

文献 1），4）では，接合部の終局耐力を内部パネル要

素と外部パネル要素のそれぞれの終局耐力の累加強度で

評価している。本論文でも同様に，柱梁接合部の RC 部

分は鉄骨で囲まれた内部パネル要素と鉄骨で囲まれてい

ない外部パネル要素によって構成されると考え，柱梁接

合部の終局耐力を式(7)に示すように内部パネル要素と

外部パネル要素の単純累加強度として評価する。 

   M୮୳ ൌ ܯ ௨  ܯ ௨     (7) 

内部パネル要素のせん断耐力 iMpuは，鉄骨ウェブパネ

ルのせん断耐力 isMpu と鉄骨フランジに囲まれた内部コ

ンクリートのせん断耐力 icMpu を累加することによって

次式で評価する。 

   M ௨ ൌ ௦ܯ ௨  ܯ ௨       (8) 

鉄骨パネルのせん断耐力 isMpu は，式(4)の SRC 規準

を準用し，式(9)にて評価する。  

   M௨ ൌ 1.2 ܸ ∙ ௦ߪ ௬ √3⁄௦௦    (9) 

鉄骨フランジに囲まれた内部のコンクリートパネルの

せん断耐力 icMpuは，鉄骨フランジによって囲まれたコン  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クリートに一様に形成される圧縮ストラットの破壊を考

える。ストラットの角度を 45°と仮定すると，内部コン

クリートのせん断強度は次式 4)で表すことができる。 

    M௨ ൌ ሺ ܾ௦ െ ௦ݐ ௪ሻ ∙ ሺ ݄௦ െ 2 ௦ݐ ሻ ∙ ݀ ∙௦    /2ߪ

ここに，sCtw は鉄骨柱ウェブ厚さ，σB はコンクリート

の圧縮強度である。 

外部パネル要素では，図－７(c)に示すように鉄骨フ

ランジとせん断補強筋間を結ぶ水平方向の圧縮ストラッ

トが形成され，図－７(b)に示す主筋，せん断補強筋から

構成されるトラス機構により抵抗機構が形成される。外

部パネル要素に形成されるトラス機構において，せん断

補強筋の耐力よって決定される耐力 oMpu は式(11)4)によ

って算定される。    

ܯ    ௨ ൌ 0.25 ௪ ∙ ௪ߪ ௬ ∙ ݀ ∙ ݀௦ ∙ ܾ     (11) 

 ここで，wpe は有効幅 Cbe 内のせん断補強筋比である。 

4.3 実験値による検証     

検討の対象試験体は本実験および既往実験 1)，5)による

ト字形試験体 6 体，L 字形試験体 3 体の計 9 体の扁平な

柱 SRC 梁 S 接合部試験体である。 

Qmax は最大耐力実験値，Qj1は SRC 規準式，Qj2は有効

幅を用いた SRC 規準式，Qj3は式(7)による柱梁接合部の

せん断終局耐力時の柱のせん断力である。Qcu，Qgu はそ

れぞれ柱および梁の曲げ終局時の柱せん断力である。な

お L 字形試験体については，梁せん断力により柱軸力が

変動するために，柱の曲げ終局耐力の算定においては，

軸力の変動を考慮した。 

本実験試験体の計算値と実験値の一覧を表－３に，図

－８にはせん断破壊した試験体の各計算値による対応を

示す。前述したように SRC 規準式 Qj1は実験値を危険側

に評価する場合がある。有効幅を用いた SRC 規準式 Qj2

では概ね良い対応を示すが，一部の試験体で危険側に評

価する場合がある。パネル要素の累加強度 Qj3は実験値 

(10) 

図-７ 柱梁接合部のモデル  

(a)内部パネル要素 (b)外部パネル要素 

(c)外部パネル要素の有効幅（接合部水平断面図） 
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を概ね安全側に評価しており，加えて計算値と実験値の

回帰分析による決定係数 R2 は 0.73 と良い対応を示して

いる。  

図-９に曲げ破壊した試験体を含む 15 体の実験結果を

用いて計算値との比較を行う。計算値は，接合部せん断

終局耐力，柱終局曲げ耐力 Qcu，梁終局曲げ耐力 Qguのう

ちの最小値とした。なお，縦軸は実験値，横軸は計算値

をそれぞれ梁の終局曲げ耐力で除した値である。 

せん断耐力の評価と同様に有効幅を用いた方法も実

験値と良い対応を示しているが，パネル要素の累加強度

による方法が，最も実験と良い対応を示している。 

 

5. まとめ 

本論文では，柱せいに比べ柱幅が大きい柱 SRC－梁 S

構造のト字形および L 字形接合部の加力実験を実施し，

柱梁接合部のせん断終局耐力の評価について以下の知見

が得られた。 

(1) ひび割れ状況および，せん断補強筋の降伏状況より

接合部のせん断耐力に有効な柱幅を明らかにした。 

(2) 接合部のせん断終局耐力の評価において，内部パネ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ル要素と柱の有効幅を用いた外部パネル要素の強度を単

純累加する方法を提案し，本実験および既往実験結果に

より，提案式は精度よく評価可能であることを確認した。 
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梁耐力

正側 負側 Qj1 Qmax/Qj1 Qj2 Qmax/Qj2 Qj3 Qmax/Qj3 正側 負側 Qgu(kN）

1 277 -281 298 0.94 243 1.16 206 1.36 499 - 297

2 261 -268 226 1.19 226 1.19 212 1.27 478 - 297

3 264 -277 310 0.89 252 1.10 218 1.27 499 - 245

4 362 -369 341 1.08 300 1.23 333 1.11 372 -358 530

5 358 -346 283 1.27 283 1.27 347 1.03 335 -324 530

6 344 -345 356 0.97 313 1.10 356 0.97 372 -358 301

№
最大耐力Qmax(kN) 接合部耐力(kN) 柱耐力Qcu(kN)

表－３ 計算結果 

図－９ 計算値と実験値の比較 

図－８ 計算値と実験値の比較 
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